
68 

 

 

5. 検討結果 

 急傾斜地崩壊対策用待受け式擁壁は、事業法としての急傾斜地法に基づくハード対策で

ある。しかし、その設計パラメータとしては、平成 12(2000)年土砂災害防止法立法時の包

括的な事例分析結果を反映して、ソフト対策用の「基礎調査の手引き(急傾斜地の崩壊編)」

中の告示式の参考値を使用している。本資料では改めて同法制定後の各種調査、文献整理を

行い、その妥当性を検討した。結果として、現在まで参考にされてきた値は妥当であり、修

正すべき理由はなかった。擁壁の安定性評価の観点から、設計パラメータセット中、現行の

擁壁設計において外力となる移動の力の算出に与える影響の大きなものは、まずは現地地

形条件である。これについてはレーザープロファイラ(LP)に基づく詳細な地形図等の使用

により裁量の余地なく暫時改善しつつある。そこで、統計データの偏差量を考慮し、地形条

件を標準的な範囲に絞って詳細に分析した。すると、急傾斜地の高さ H、流体抵抗係数 fb、

土石の移動高さ hsm が影響の大きさで上位 3 つとなった。統計上の発生頻度を考慮すると、

流体抵抗係数の影響が相対的に大きいと考えられた。 

 

 動的解析として、標準的な有限要素法を適用し、選定した損傷事例において、実測された

転倒の程度の再現性を検討した。これは転倒の方が滑動よりも厳しい条件であることと、信

頼性のある実測資料が利用出来たためである。動的解析においては、静的解析に比べて、変

位増大をより連続的に示すことが出来た。一方、転倒条件における損傷の判定基準について

は、これまでに定見がないため、本資料では試みに下流側法勾配が鉛直方向に対して約 1/10、

概ね 2～3 °程度、の回転をした場合に損傷したものとみなして検討した。その結果、一定

の再現性を確認出来た。より大きな変位を再現する場合には個別要素法等を適用すること

が考えられるが、被災状況は厳密には判明しないので今回は行っていない。 

 本資料での有限要素法では地盤変形にニューマーク法を取り入れた STADAS によって取

り込んでおり、感度分析からは N値で 10以下に相当するせん断弾性係数を用いるのが適当

と考えられた。再現した鹿児島県・常盤２地区については、N値で 5相当のせん断弾性係数

を用いると大変形が良く再現出来、地盤の塑性変形による擁壁全体の強度増分は約 4～8割

と推算された。今回は擁壁について剛体仮定を置いており、地盤での受け持ち分を大きく評

価したと言える。 

 本資料では地盤の塑性変形を含め、動的解析の一種として標準的な有限要素法を適用し、

待受け式擁壁損傷事例を転倒条件について再現した。現行の静的解析の設計手法では、告示

式に示されたソフト対策用の想定最大としての外力を、これまでの被災実態で擁壁がほと

んど損傷していないことを勘案して、急傾斜地崩壊対策分野独自の「衝撃力緩和係数 α」に

より 1/2 に割り引いて設計外力としている。文献調査及び本資料での各パラメータの感度

分析を踏まえると、これまで想定最大の半分を超える外力に晒された事例が僅少なことは、

少なくとも下記の 3つの影響が 1つまたは複数関係したためと考えられた。 



69 

 

 

① 荷重の空間分布：斜面規模や崩壊面形状により荷重の空間分布が考慮できる場合、衝撃

力は空間分布を考慮しない場合の 0.8 倍程度となること。即ち、現行設計法では考慮

していない、擁壁に作用する衝撃荷重の横断方向の不均一性があること。 

 

② 地盤の塑性変形：地盤の塑性変形を動的解析において考慮すると、擁壁に加わる(衝撃)

力は塑性変形を考慮しない場合の 0.5～0.7 倍程度となること。即ち、静的解析では考

慮されない、地盤が塑性変形することによるエネルギー吸収があること。 

 

③ 崩壊土砂の流動化：斜面条件から崩壊土砂が流動化しないと判断できる場合、流体抵抗

係数を 0.025から 0.06 に変更とすると、衝撃力は変更しない場合の 0.4～0.8 倍程度

となること。即ち、崩壊土砂が現行の想定よりも流動化しない場合が多いこと。 

 

現行の静的解析による設計手法では、被災実態の経験と少数の事例分析によって、想定最

大の半分を設計外力として与えている。本資料での検討の範囲では、静的解析手法でも危険

側にはなっていなかった。しかし、現地調査が十分になされない場合や、設計パラメータを

各種マニュアルから無批判に設定するリスクを考えた場合、損傷の様態や程度を定量化出

来る動的解析の方が、説明性の観点で優れている。施設の改築・改良時の壁高増しや幅増し

等の寸法増減も変位に反映出来て、安全率の増加幅等の計算にも適する。今後は、擁壁に作

用する土圧を利用した断面設定や滑動の取り込みに向けてモデルの改良を進めていきたい。

そのためには、まず荷重の横方向の分布、地盤の塑性変形の実態の把握が前提となる。将来

的には、鋼製構造物等へ拡張出来るよう、剛体仮定を外し、構造体としての擁壁内部の応力

もモデル化することが必要になる。被災実態の詳細な把握と、隣接分野等で改良著しいモデ

ルの適用性検証とを逐次進め、効果的で信頼性の高い急傾斜地崩壊対策工事に生かしうる

技術的な検討を重ねていきたい。 
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